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基本的事項 

 

第１ 河津町医療救護計画の位置づけ 

河津町医療救護計画(以下、「本計画」という。)は、「災害対策基本法」第 42条の規定

により、河津町の地域に係る防災対策の大綱を定めた「河津町地域防災計画」のうち、

医療救護活動に係る事項の個別計画である。 

 

 

第２ 目的 

本計画は、予想される巨大地震等の大規模災害から地域住民の生命と健康を守るため、

地震被害想定に基づく傷病者等を救護する体制を確立することを目的とする。また、医

療救護活動を具体化したものとして、大規模な風水害等の局地災害があった場合にも準

用する。 

なお、河津町地域防災計画や被害想定が見直された場合、防災訓練等を通じて内容の

変更が必要と判断した場合など、状況の変化に合わせ、追加・修正を行っていくことと

する。 

 

 

第３ 医療救護計画の基本的な考え方 

 １ 関係者の役割 

    町、県、関係団体、地域住民等が、各自の役割をあらかじめ把握し発災時には相互連

携のうえ、迅速かつ円滑に医療救護活動を実施する。 

(1) 地域住民の役割 

     地域住民は、自らの命は自ら守る、自らの地域は皆で守るを基本として、家庭救護

及び自主防災会による相互扶助体制を確立する。 

(2) 町の役割 

町は、直接地域住民の生命、健康を守るため、本計画により、大規模災害時に地域

住民の協力の下、医療救護活動を実施する。 

(3) 関係団体との連携 

    町は、医師会、歯科医師会、薬剤師会、救護病院等の医療関係団体と密接に連携し、 

   医療救護活動を実施する。 

(4) 県の役割 

  県は、国及び他の都道府県と連携し、県が委嘱する災害医療コーディネーター※及

び災害薬事コーディネーター※等の協力の下、町で対応できない広域的な医療救護活動

を実施する。 
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 ２ 救護施設の役割分担 

     救護施設の役割を次のように分担する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 ３ 医療救護活動の指示 

      救護施設の医療救護活動は、原則として各医療救護施設の管理者の指示により行う。 

 

 ４ 医療救護対象者 

      医療救護対象者は、以下のとおりとする。ただし、軽易な傷病で家庭救護できる程度

の者は除く。 

(1) 災害による負傷者を主な対象者とする 

(2) 人工透析等医療の中断が致命的となる患者及び日常的に発生する救急患者 

(3) 災害時における異常な状況下において、ストレスによる情緒不安定や精神疾患等

の症状が認められる者 

 

 ５ トリアージの実施 

      医療救護活動の実施にあたっては、活動を効率的に進めるため、トリアージを行う。

医療救護対象者を原則として次のとおり区分する。なお、救護所における医療救護対象

者の想定人数は、県より示された第４次地震被害想定（資料１）によるものとする。

 

 

 

種 別           役   割 

災害拠点病院 

・重症患者の受入れ、広域医療搬送への対応 

・DMAT※等医療チームの受入れ及び派遣 

・地域の医療機関への応急用資器材の貸出し 

災害拠点精神

科病院 

・被災精神科病院からの患者の受入れ 

・医療救護施設等で対応困難な精神疾患等患者の受入れ 

救 護 病 院 
・中等症、重症患者の受入れ 

・重症患者の災害拠点病院への搬送及び広域医療搬送への対応 

救  護  所 ・軽症患者の受入れ・処置 

 

県指定 

県指定 

町設置 

町指定 
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 ６ 医療救護対象者の受入体制 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ７ 医療救護期間の区分 

  医療救護期間を次のとおり区分する。 

  区分は目安であり、各区分の期間は災害の規模等により変動する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 分 類 
ﾄﾘｱｰｼﾞ 

区 分 
状    態 

重症患者 赤 生命を救うため、直ちに手術等の入院治療を必要とする者 

中等症患者 黄 
多尐治療の時間が遅れても、生命に危険はないが入院治療を

要する者 

軽症患者 緑 
上記以外の者で、医師の治療を必要とするが優先順位の低い

者 

 

フェーズ 区 分 期 間 状 況 

Ⅰ 超急性期 
災害発生 

～概ね 48時間 

救助された多数の傷病者が医療機関に搬送さ

れるが、ライフラインや交通機関が途絶し、

被災地外からの人的・物的支援の受け入れが

尐ない状況 

Ⅱ 急性期 
３日目 

～１週間 

被害状況が尐しずつ把握され、ライフライン

等が復旧し始めて、人的・物的支援の受入体

制が確立されている状況 

Ⅲ 
亜急性期 

～中長期 

１週間 

～１ケ月 

地域医療やライフライン機能、交通機関等が

徐々に復旧している状況 
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 ８  医療救護活動にかかる費用等について 

  特別の定めがある場合を除くほか、災害対策基本法の規定若しくは災害救助法が適用 

 された場合における同法の規定又は現行保険制度その他により取り扱う。また、医療救護

に当たる民間の医師等の損害補償については、災害対策基本法の規定もしくは災害救助法

が適用された場合における同法の規定その他により取り扱う。 

 

 ９ 訓練の実施 

    町は、計画に基づく医療救護体制に沿った訓練を関係団体及び医療機関等と定期的に

実施することにより、実践的能力を高め災害時における迅速かつ円滑な医療救護活動の

実現を図る。 
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 医療救護体制 

 

第４ 医療救護本部 

    町災害対策本部が設置され、医療救護活動を行う必要があると判断された場合、全町

的な医療救護に関する情報拠点として、保健福祉センター１階に医療救護本部を設置す

る。 

 

１ 担当業務 

(1) 町内の医療救護活動の把握 

(2) 町内の医療救護体制の県への報告、連絡調整 

(3) 医師会、歯科医師会、薬剤師会等の医療関係団体との連絡調整 

(4) 救護病院との連絡調整 

(5) 医療救護施設として指定しない医療機関の被害状況の把握 

(6) 医療品等及び輸血用血液等の調達・あっせんの要請及び受入調整 

(7) 応援医療チーム等の派遣要請、受入れ及び活動調整 

 

２ 運営体制 

    医療救護本部の職員配備は、本部長(健康福祉課長)、本部員(あらかじめ指名する保健

福祉班員)で構成し、本部員が保健福祉センターに常駐し業務に当たる。なお、状況に応

じてその他人員を、町災害対策本部と調整し配置することができるものとする。 

 

３ 被災状況の調査と医療救護体制の確立 

   救護所開設場所及び救護病院の被災状況等を調査し、医療救護所開設が決定された場

合はただちに医療救護体制の確立を図る。 

 

４ 災害時の情報把握 

(1) 通信手段の途絶により医療救護活動の停滞を招くことのないよう、行政防災無線、 

衛星携帯電話、衛星回線インターネット等複数の通信手段を確保する。 

(2) 県、医療救護施設等との情報伝達手段として、ふじのくに防災情報共有システム(以 

下、「ＦＵＪＩＳＡＮ」という。)及び広域災害救急医療情報システム(以下、「ＥＭＩＳ」 

という。)を使用する。 
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 【河津町の連絡先一覧】 

通信手段 番  号 

１ 防災行政無線（地上系） ５－２３４－９０００ 

２ 防災行政無線（衛星系） ８－２３４－９０００ 

３ 防災行政無線 FAX（地上系） ５－２３４－８００１ 

４ 防災行政無線 FAX（衛星系） ８－２３４－８００１ 

５ 災害時衛星携帯電話 ０９０－２６１７－０８６１ 

６ NTT 電話（町災害対策本部） ０５５８－３４－１１１１ 

７ NTT FAX（町災害対策本部） ０５５８－３４－００９９ 

８ NTT 電話（医療救護本部） ０５５８－３４－１９３７ 

９ NTT FAX（医療救護本部） ０５５８－３４－１８１１ 

 

 

第５ 救護所 

１ 設置場所 

 名   称 所 在 地 電話番号 ＦＡＸ番号 

１ 河津中学校 河津町田中７２－１ 0558-34-0074 0558-34-1074 

２ 西 小 学 校 河津町湯ケ野８０－１ 0558-36-8122 0558-36-8551 
 

   必要に応じて屋外もしくは屋内を使用する。 

ただし安全が確保できない場合には、代替施設を選定し医療救護活動を行う。設置場所

の変更に当たっては、同報無線や広報車による広報等、複数の手段により自主防災会や

地域住民、関係医療機関等に周知する。 

   町は救護所の迅速な設置運営が図られるように、指定する施設の管理者と施設の使用

方法等について事前に協議しておく。 

 

２ 組織 

(1) 救護所運営のうち施設運営については町が管理し、診療運営については医師が管理

する。なお、歯科医療に関する部門については歯科医師が管理する。 

 (2)  救護所の医療救護活動は、原則として、医師１名、薬剤師１名、看護師又は保健師

３名、業務調整員（事務員等）２名で構成された医療チームを編成し、チーム単位で

活動に当たる。また、状況に応じ、医師等の増減員を図るほか、業務調整員として町

職員や自主防災会員等の協力を求める。（資料２） 

 

３ 災害発生時の初動体制 

  町職員及び医療従事者は、救護所開設場所に迅速に参集し、救護所を設置する。町は

救護所に参集する医療従事者への参集要請連絡方法についてあらかじめ確認しておくが、
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通信手段の途絶等により連絡がとれない場合、医療従事者は、次の参集基準に照らし自

動参集するものとする。 

 

 

救 護 所 参 集 基 準 

１ 震度５強以上の地震が発生したとき。 

２ 「南海トラフ地震に関連する情報（臨時）※」が発せられた場合 

※南海トラフ沿いの大規模な地震発生の可能性が平常時と比べて相対的に高ま

ったと評価された場合 

３ 震度情報が得られない地震の場合でも、付近の被害が甚大で、医療救護対象者

の多数発生が予想される場合 

４ 台風、大雤等により災害救助法の適用が見込まれる自然災害で、町長が指示し

た場合 

５ 多数の死傷者が発生し、通常の体制では対応困難と思われる大規模事故が発生

した場合、又はその他の状況により、知事が救護所の開設を要請した場合 

 

４ 担当業務 

(1) 医療救護対象者の重症度・緊急度の判定・選別（トリアージ） 

(2) 軽症患者に対する救護 

(3) 重症患者、中等症患者の応急処置 

(4) 救護病院等への移送手配 

(5) 死亡確認及び遺体搬送の手配 

(6) 医療救護活動の記録 

(7) その他必要な事項 

 

５ 運営体制 

(1) 町は、救護所開設の指示があった場合、直ちに医療救護活動が開始できるよう、日 

   頃から設備の点検を行い、またその設置等も迅速に行う。 

 (2) 町は、医師、歯科医師、看護師等の配置について、賀茂医師会、賀茂歯科医師会等

とあらかじめ協議して定める。救護所における医療救護活動は、原則として 24 時間体

制とし、可能な限り予備の医療チームを編成するよう配慮する。 

(3) 町は、必要に応じて災害医療コーディネーターと連携して、町内における医療救護

活動の均衡を図ると共に、全体を把握する。 

(4) 災害薬事コーディネーターは、必要な医薬品等について、現場のニーズの把握、取

りまとめ、管理等を行う。また、必要な医薬品の確保・供給及び薬剤師の確保・派遣

等を調整する。 
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(5) 救護所の診療運営管理者は、医療救護活動を継続するうえで支障を生じた場合、町

にその状況を報告し、必要な措置を要請する。 

(6) 医療従事者は、必要に応じて避難所において活動する保健師等との情報共有に努め 

   る。 

６ 施設設備・医薬品・医療資器材等 

  町は、平常時において、救護所での活動が想定される医療従事者と協議し、必要な医

療資器材等を選定し確保する。 

(1) 救護所における設備及び資器材は、概ね次のとおりとする。 

救護所設備及び資器材 

１ テント、ビニールシート 

２ 発電機 

３ 医薬品、医療機器セット（資料３） 

４ 毛布、担架、簡易ベッド 

５ トリアージタッグ 

６ 救護所を示す標識 

(2) 医療資器材は、保管場所や耐用年数・使用期限等に留意して適正に管理し、必要に  

応じ更新する。 

 

７ 看護師等への協力要請 

町は、平常時において、在宅看護師及び在宅保健師等を把握し、災害発生時における

医療救護活動への協力要請を行う。 

 

 

第６ 救護病院 

１ 指定及び組織 

 (1) 救護病院は、一般病床を有する既存病院で医療救護活動が実施可能な病院のうちか

ら、当該病院の管理者とあらかじめ協議のうえ町長が指定する。（資料４） 

 (2) 組織は既存病院の組織をもって充てる。 

 

２ 担当業務 

   (1) 医療救護対象者の重症度・緊急度の判定・選別（トリアージ） 

   (2) 中等症患者及び重症患者受入及び処置 

   (3) 災害拠点病院、航空搬送拠点等への重症患者搬送手配 

   (4) 死亡確認及び遺体搬送の手配 

   (5) 医療救護活動の記録及び町への措置状況の報告 

   (6) その他必要な事項 
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３ 運営体制 

 (1) 救護病院の管理者は、災害時の医療救護活動について、医療従事者の参集手順や災 

害対策本部設置手順、役割分担及びローテーション、トリアージエリアや患者収容ス

ペース等施設設備の利用方法、入院患者への対応等に関することについて定める救護

病院医療救護計画をあらかじめ作成する。 

(2) 救護病院の管理者は、災害発生時直ちに災害対策本部を設置し、院内指揮系統を確

立するとともに、患者及び職員の安全を確保の上、院内被害状況等を調査、把握し、

患者受入れの可否等をＥＭＩＳへ入力することにより、町にその状況を報告する。Ｅ

ＭＩＳが使用できない場合には、衛星電話等他の通信手段で報告し、被災により病院

の機能に支障を生じたと認める場合には必要な措置を要請する。(様式 332-2) 

     初動体制の構築に当たっては、ＣＳＣＡの概念に留意し、その確立を最優先とする。 

 

    (3) 救護病院の管理者は、災害時において不足している医療チームの派遣等、医療救護 

活動に必要な措置について町に要請する。 

 町は、要請への対応が困難な場合、ＦＵＪＩＳＡＮに入力し、賀茂方面本部に対応

を要請する。ＦＵＪＩＳＡＮが使用できない場合は、防災行政無線等他の通信手段で

要請する。（様式 103） 

  (4) 救護病院の管理者は、他の医療機関の医療チームの支援を円滑に受入れることがで 

  きるよう、あらかじめ医療チームの待機場所や対応の担当者を定めておく等の体制を 

整えておく。 

   (5) 救護病院は、24 時間診療体制とする。 

   (6)  救護病院で処置ができない場合には、県が定めた広域計画に基づく災害拠点病院等

を利用するものとする（資料４） 

 

４ 施設整備等 

   (1) 救護病院施設の設備等は、救護病院となる病院が現に有する施設設備とする。 

   (2) 救護病院の管理者は、施設設備の耐震化を図り、ライフラインの確保に努める。 

   (3) 医薬品、給食、給水等については、町が当該病院の管理者と協議し、あらかじめ備

蓄する等の計画的な措置を講ずる。 

   (4) 救護病院は、衛星携帯電話等の災害時通信手段を確保するとともに、衛星回線イン

ターネットが利用できる環境を有することが望ましい。 

 

Ｃ Ｓ Ｃ Ａ 概 念 

Ｃ Command&Control 指揮系統 災害対策本部設置、院内指揮系統確立 

Ｓ Safety 安全確保 患者及び職員の安全確保 

Ｃ Communication 情報収集・伝達 院内被害状況調査・把握、EMIS入力 

Ａ Assessment 状況評価 状況評価に基づく活動方針の決定 
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第７ 救護体制の状況報告 

  町は、救護所の開設状況及び救護病院の開設・被災状況をＦＵＪＩＳＡＮに入力し、

賀茂方面本部に報告する。ＦＵＪＩＳＡＮが使用できない場合は、救護所の開設状況を

様式 332-1、救護病院の開設被害状況を様式 332-2(集)により、県防災行政無線ファクシ

ミリ等で賀茂方面本部に報告する。 

 

 

 

 

 

 

第８ 傷病者の搬送体制 

     傷病者の搬送は、災害の程度、傷病者数、搬送要員、車両等及び資器材の確保の状況 

   等を考慮し、救護施設等の運営管理者の指揮により、効率的に実施する。救急車等の緊 

  急車両は、主に重症患者を中心に搬送するものとする。 

   町は、災害時の搬送手段の大幅な不足に備え、患者搬送車両、搬送要員、資器材及び

ヘリポート等の確保に努めるとともに、自主防災組織や消防機関等の関係機関と事前に

協議しておく。 

 

１ 搬送方法 

  (1) 被災場所から救護所への搬送 

    ア 軽症患者は原則として自力歩行とする。 

イ 重症・中等症患者は、できるだけ自主防災会員や地域住民により行うものとす

る。 

   (2) 救護所から救護病院への搬送 

    ア 重症・中等症患者の搬送は、できるだけ自主防災会員や地域住民により行うも 

のとする。 

        イ 重症度が高く緊急を要する患者や、自主防災会員や地域住民による搬送が困難

な場合は、町を通じ消防へ救急搬送を調整する。 

   (3) 道路の被害状況により車両の通行が不能の場合には、自主防災会員又は付近にいる

住民により担架等を使用して救護病院へ搬送する。 

 

２ 重症患者の広域医療搬送 

町内の病院だけでは、治療・収容することができない重症患者は、ヘリコプター等に

より被災地外の病院へ広域医療搬送する。 

(1) 医療救護施設は、広域医療搬送のためのトリアージを実施する。 

名      称 県防災行政無線ファクシミリ番号 

県賀茂方面本部健康福祉班 

(賀茂健康福祉センター) 

地上系  ５－７０１－６１３１ 

衛星系  ８－７０１－６１３１ 
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(2) 医療救護施設の管理者は、トリアージによる広域医療搬送を必要とする重症患者に

ついて、町に搬送要請を行う。 

(3) 町は、医療救護施設からの要請を受け、使用可能なヘリポートを調査確認のうえ、

賀茂方面本部に広域医療搬送を要請する。 

(4) 町は、賀茂方面本部から広域医療搬送実施の連絡を受け次第、医療救護施設へ広域

医療搬送のための行動開始を指示するとともに、医療救護施設最寄りの使用可能な

ヘリポート並びに搬送用の車両を確保する。 

(5) ヘリポートについては、資料５のとおりとし、当該ヘリポートの調査確認・確保に

ついては、原則として保健福祉班が行うものとする。 

(6) 町は、広域医療搬送用ヘリポートを運営するとともに、賀茂方面本部からのヘリコ

プター派遣通知をふまえ、医療救護施設の要請を受け同ヘリポートまで患者搬送用

車両を運行する。 

 

３ 患者搬送体制の整備 

         町は、ヘリコプターによる傷病者搬送体制を万全なものとするため、定期的に関係機 

関と協議する。 

 

 

第９ 「南海トラフ地震に関連する情報(臨時)」が発せられた場合の準備体制 

(1) 町は、医療救護活動の準備を関係機関に要請する。 

        (2) 町は、救護所の設備及び資器材を点検・配置し、救護所の開設準備を開始する。 

           (3) 町は、患者搬送体制を確認し、必要な準備、関係機関との調整を行う。 

        (4) 町は、住民に対し、医療救護施設情報を周知する。 

   (5) 町は、救急医療体制が維持できるよう、関係機関と調整を図る。 

 

 

第１０ 災害時の特殊医療 

  町は、平常時より日常的に医療を必要とする人工透析患者等の実態を把握するととも

に、妊産婦等についても医療救護体制及び搬送体制を講じておく。 

 

１ 災害時における人工透析医療 

   (1) 人工透析医療機関 

       賀茂地区及び近隣の人工透析医療機関は資料６のとおりである。 

災害発生時、透析医療機関は、透析中の患者の安全確保に努める。被害状況を確認

し、可能であれば診療を平常時と同様に継続するとともに、診療の可否について患者

に連絡する。 
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  (2) 人工透析医療情報の提供 

町は、人工透析医療機関の被災状況・受入状況等について賀茂方面本部から情報提

供を受け、透析患者へ情報提供する。（避難所に掲示する等） 

(3) 人工透析患者の透析治療は、原則として、平常時のかかりつけ医療機関で受入れる

ものとするが、受入れ困難な場合にあっては、上記の人工透析医療機関稼動情報を活

用し受入れ可能な病院で治療する。 

  (4) 緊急性があり広域医療搬送する必要がある患者については、賀茂地区外での受入れ 

を賀茂方面本部へ要請し、広域医療搬送を手配する。 

 

２ 災害時における産科医療 

(1) 産科医療機関 

        賀茂地区における産科医療機関は資料６のとおりである。 

 災害発生時、産科医療機関は、患者の安全確保に努める。被害状況を確認し、可能

であれば平常時と同様に診療を継続する。 

(2) 妊産婦等の負傷や産科合併症がある場合など賀茂地域内の医療機関で受入が困難な

場合には、受入先の調整を賀茂方面本部へ要請し広域医療搬送を手配する。 

 

 

第１１ 災害時における心のケア 

      被災した現実や慣れない避難所等での生活により、強度の不安、抑うつ、イライラ、

落ち込み等のストレス反応を示し、心身に不調を来した者等に対する心のケアを以下の

ように実施する。 

 

１ ＤＰＡＴ※の要請・受入れ 

    町は、町内の心のケアのニーズ調査を行い、必要に応じて賀茂方面本部に対し、ＤＰ

ＡＴの派遣を要請し受入れを行う。 

 

２ ＤＰＡＴの役割 

  (1) 既に精神科医療を受けている者への支援 

 避難所、救護所、地域等における支援により、災害で損なわれた地域精神医療の機

能を補完する。 

   (2) 災害により新たにケアの必要が生じた者への支援 

       災害のストレスによって心や身体の不調をきたした被災者を早期に発見・支援し、

今後発生すると思われる精神疾患、精神的不調を予防するための対策を行う。 

      必要に応じて、子どもへの対応として学校職員や保護者への教育等を行う。 

    (3) 医療救護スタッフのメンタルヘルスに関する支援 
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      医療救護スタッフ、ボランティア等支援者のメンタルヘルスに関する支援を行う。 

３ 災害時の心のケア体制及び対策 

    災害時の心のケア体制及び対策については、静岡県健康福祉部「災害時の心のケア対

策の手引き」により実施する。 

 

 

 第１２ 地域住民・自主防災会が中心となって実施する事項 

１ 地域住民 

  (1) 軽度の傷病については、自ら手当てを行なえる程度の医薬品を準備する。 

  (2) 医療救護を受けるまでの応急処置及び救急看護技術を習得する。 

  (3) 軽度の事柄については、自己及び助け合いにより処置する。 

 

２ 自主防災会 

   (1) 救護活動を行う救出・救護班を編成する。 

   (2) 消防、医療関係団体等の協力を得て、患者搬送法(重症患者の判別法を含む)、応急

処置及び救急看護技術に関する講習会を開催する。 

   (3) 担架、救急医療用品等の応急救護資器材を整備する。 

   (4) 医師の処置が必要な傷病者を救護所へ搬送する。 

   (5) 重症患者、中等症患者の救護所から救護病院までの搬送について協力をする。 

 

 

第１３ 医療救護活動の終了と健康支援活動への移行 

    救護所の縮小及び閉鎖については、町災害対策本部長の指示によるものとする。状況 

に応じて健康支援活動に移行する。 
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※ 災害医療コーディネーター（資料７） 

 県が委嘱するもので、地域災害医療対策会議(災害時のコーディネート体制を確立するため、

県により原則として二次医療圏単位に設置される、地域の災害医療関係者連絡会議)で構築さ

れたネットワークを活用し、大規模災害時の医療資源需給調整に関する保健所長業務を補完

する医療従事者。 

 

※ 災害薬事コーディネーター（資料７） 

 県が委嘱するもので、災害時の医療救護活動に必要な医薬品、医療材料の確保・供給及び

薬剤師の確保・派遣に関して、ニーズの把握とマッチングを行う薬剤師。 

 

※ ＤＭＡＴ（ディーマット・災害派遣医療チーム） 

 災害発生直後（概ね 48時間以内）に活動が開始できる機動性を持った、専門的な研修・訓

練を受けた災害派遣医療チーム。被災地域での活動（病院支援、地域医療搬送、現場活動等）

及び広域医療搬送活動等に当たる。 

 

※ ＤＰＡＴ（ディーパット・災害派遣精神医療チーム） 

 災害発生時に活動する、専門的な研修・訓練を受けた災害派遣精神医療チーム。被災地域

での精神科医療及び精神保健活動の支援を行う。 
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第１４ 広域計画（県） 

１ 県の役割 

県は、国及び他の都道府県と連携し、市町のみでは対応できない広域的な医療救護活

動を行うため、あらかじめ災害拠点病院を指定するとともに、重症患者の広域医療搬送

体制や、医療にかかる広域受援体制を整備する。 
 

○静岡県災害拠点病院・航空搬送拠点指定状況  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 医療救護施設（災害拠点病院・災害拠点精神科病院）の指定 

(1) 県は、災害拠点病院又は災害拠点精神科病院を指定する。 

(2) 県は、災害拠点病院又は災害拠点精神科病院の機能が充分発揮できるよう、施設、

設備、運営体制の整備に努める。 

(3) 本県における災害拠点病院又は災害拠点精神科病院の指定状況（2019 年４月）は次

のとおり。なお、下表の病院は、いずれも災害拠点病院。災害拠点精神科病院は指定

検討中。 
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３ 災害拠点病院指定運営指針 

(1) 災害拠点病院の役割 

ア 医療救護対象者の重症度・緊急度の判定・選別（トリアージ） 

イ 他の医療救護施設で対応困難な重症患者の受入れ及び処置 

ウ 重症患者の航空搬送拠点等への搬送手配 

エ ＤＭＡＴ等医療チームの受入れ及び派遣 

オ 地域の医療機関への応急用資器材の貸出し 

(2) 災害拠点病院指定方針 

ア 県は、平成 24 年３月 21日付け厚生労働省医政局長通知「災害時における医療

体制の充実強化について」及び平成 29 年３月 31 日付け厚生労働省医政局長通知

「災害拠点病院指定要件の一部改正について」（以下「国通知」という）で定める

指定要件を満たす「地域災害拠点病院」を、原則として二次医療圏に１か所指定

する。 

イ 県は、必要に応じ、人口 20万人あたり１か所を目安とし、二次医療圏に複数の

地域災害拠点病院を指定することができる。 

ウ 県は、災害拠点病院のうち、災害医療に関して県の中心的な役割を果たす「基

幹災害拠点病院」について、原則として１か所を指定する。 

エ 災害拠点病院の指定にあたっては、当該病院の指定要望に基づき、県は、当該

病院の所在する市町及び所在する二次医療圏の地域医療協議会を経て、静岡県救

急・災害医療対策協議会、静岡県医療審議会の同意、承認を得る。 

医療圏 病院名 医療圏 病院名 

賀茂 指定なし 

志太榛原 

焼津市立総合病院 

熱海伊東 
伊東市民病院 藤枝市立総合病院 

国際医療福祉大学熱海病院 市立島田市民病院 

駿東田方 

順天堂大学医学部附属静岡病院 
中東遠 

中東遠総合医療センター 

国立病院機構静岡医療センター 磐田市立総合病院 

三島総合病院 

西部 

浜松医科大学附属病院 

沼津市立病院 浜松医療センター 

富士 
富士市立中央病院 聖隷三方原病院 

富士宮市立病院 浜松赤十字病院 

静岡 

静岡市立清水病院  聖隷浜松病院 

静岡県立総合病院 

（基幹災害拠点病院） 
 

静岡赤十字病院 

静岡済生会総合病院 

静岡市立静岡病院 
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オ 県は、指定した災害拠点病院が要件に合致しているかどうかを毎年（原則とし

て４月１日時点）確認し、国通知で認める場合を除き、指定要件を満たさなくな

った場合には指定の解除を行う。 

カ 県は、災害拠点病院が被災する可能性があることを想定し、近隣の広場を確保

し、仮設の救護所等として使用する場合があることについて、地域住民の理解を

得るよう努める。 

(3) 災害拠点病院運営指針 

ア 災害拠点病院医療救護計画の作成 

災害拠点病院の管理者は、災害時の医療救護活動について、あらかじめ、医療

従事者の参集手順や災害対策本部設置手順、役割分担及びローテーション、トリ

アージエリアや患者収容スペース等施設設備の利用方法、入院患者への対応等に

関する計画を作成する。 

イ 災害発生時等の初動体制（ＣＳＣＡの確立） 

災害拠点病院の管理者は、災害発生時等（「災害発生時等」は、救護所参集基準

に準じる）に直ちに災害対策本部を設置し、院内指揮系統を確立するとともに、

患者及び職員の安全を確保の上、院内被害状況等を調査、把握し、患者受入れの

可否等を広域災害救急医療情報システム（ＥＭＩＳ）に入力することで県に報告

する。 

なお、ＥＭＩＳが使用できない場合は、衛星電話等、他の通信手段で報告する。

初動体制の構築にあたっては、次に示すＣＳＣＡの概念に留意し、その確立を最

優先とする。 
 

ウ

  

 

 

 

 

ウ 医療救護活動に必要な措置の要請 

災害時において、災害拠点病院の管理者は、医療チームの派遣等、医療救護活

動に必要な措置について、広域災害・救急医療情報システム（ＥＭＩＳ）への入

力や、 衛星電話等により、県に要請する。 

エ 広域医療搬送への対応 

災害拠点病院は重症患者の広域医療搬送について中心的な役割を果たす必要が

あるため、災害拠点病院の管理者は、病院職員の広域医療搬送トリアージ基準習

熟に努めるとともに、病院敷地内、あるいは病院近接地のヘリコプター離着陸場

への患者搬送手順について、定期的な訓練を実施する。 

Ｃ Ｓ Ｃ Ａ 概 念 

Ｃ Command&Control 指揮系統 災害対策本部設置、院内指揮系統確立 

Ｓ Safety 安全確保 患者及び職員の安全確保 

Ｃ Communication 情報収集・伝達 院内被害状況調査・把握、EMIS入力 

Ａ Assessment 状況評価 状況評価に基づく活動方針の決定 
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また、大規模災害時は、県及び県が指定する航空搬送拠点と連携し、重症患者

の航空搬送拠点への搬送手配を行う。 

オ ＤＭＡＴ活動拠点本部が設置された場合の対応 

静岡県ＤＭＡＴ調整本部によりＤＭＡＴ活動拠点本部が設置された場合、災害

拠点病院の管理者は、ＤＭＡＴ活動拠点本部の設置運営に協力するものとする。  

カ 定期的な訓練の実施等 

災害拠点病院の管理者は、災害発生時は直ちに医療救護活動を円滑に開始でき

るよう、事業継続計画（ＢＣＰ：Business Continuity Plan）に基づく定期的な

訓練を実施する。 

地域災害拠点病院は地域の災害医療の中心的な役割を果たす医療救護施設であ

ることから、地域災害拠点病院の管理者は、周辺地域の救護病院、市町、消防、

県、医師会等関係団体とともに、定期的な訓練を実施する。 
 

○広域医療搬送・広域受援概念図  

 

４ 災害拠点精神科病院指定運営指針 

(1) 災害拠点精神科病院の役割 

ア 災害時における、医療保護入院、措置入院等の精神科医療の提供 
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イ 医療救護施設等で対応困難な精神疾患等患者の受入れ 

ウ 被災精神科病院からの患者の受入れ 

(2) 災害拠点精神科病院指定運営方針 

ア 県は、平成 29 年３月 31 日付け厚生労働省医政局地域医療計画課長通「疾病・

事業及び在宅医療に係る医療体制について」の別紙「疾病・事業及び在宅医療に

係る医療提供体制構築に係る指針」中「災害時における医療体制の構築に係る指

針」に基づき制定した、「静岡県災害拠点精神科病院指定要綱」で定める指定要件

を満たす「地域災害拠点精神科病院」を、原則として二次医療圏（精神科病院が

ない熱海・伊東圏域を除く。）に１か所指定する。 

イ 県は、災害拠点精神科病院のうち、災害医療に関して県の中心的な役割を果た

す「基幹災害拠点精神科病院」について、原則として１か所指定する。 

ウ 災害拠点精神科病院の指定にあたっては､当該病院の指定要望に基づき、県は、

当該病院の所在する市町及び所在する二次医療圏（精神科病院がない熱海・伊東

圏域を除く。）の地域医療協議会を経て、静岡県救急・災害医療対策協議会、静岡

県医療審議会の同意、承認を得る。ただし、基幹災害拠点精神科病院については、

地域医療審議会を経ず、静岡県救急・災害医療対策協議会、静岡県医療審議会の

同意、承認を得る。 

エ 県は、指定した災害拠点精神科病院が要件に合致しているかどうかを毎年（原

則として４月１日時点）確認し、指定要件を満たさなくなった場合には指定の解

除を行う。 

オ 災害拠点精神科病院の運営については災害拠点病院運営指針に準じる。 

 

５ 重症患者の広域医療搬送 

(1) 広域医療搬送の考え方 

広域医療搬送とは、大規模災害時の重症患者のうち、県内での治療が困難であって、発

災直後から被災地外の医療施設において緊急に手術や処置などを行うことにより、生

命・機能予後の改善が十分期待され、かつ搬送中に生命の危険の尐ない病態の患者を、

被災地外の医療施設まで航空機で迅速に搬送し、根治的な治療を行うことである。 

広域医療搬送の対象となる重症患者の症状例は、次のとおり。 

広 域 医 療 搬 送 対 象 患 者 

頭、胸、腹部等に中等度の外傷がある患者 

身体の一部が家屋に挟まれた等の既往がある患者（クラッシュ症候群） 

全身に中等度以上の熱傷がある患者 

(2) 広域医療搬送における県の役割 

ア 航空搬送拠点の確保 

イ 航空搬送拠点臨時医療施設(ＳＣＵ：Staging Care Unit)の設置、運営 
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ウ 災害拠点病院等から航空搬送拠点までの患者搬送手段の確保、調整 

(3) 航空搬送拠点の確保 

本県における航空搬送拠点は次のとおりとする。 

地域 管 内 航空搬送拠点 運営要員 

東部 賀茂・東部方面本部 
愛鷹広域公園 
（沼津市） 

東部方面本部健康福祉班
航空搬送拠点係 

中部 中部方面本部 
静岡空港 
（牧之原市・島田市） 

中部方面本部健康福祉班
航空搬送拠点係 

西部 西部方面本部 
航空自衛隊浜松基地 
（浜松市） 

西部方面本部健康福祉班
航空搬送拠点係 

なお、被災状況等により静岡空港等が使用できない場合は、航空自衛隊静浜基地を

航空搬送拠点とする。 

(4) ＳＣＵの設置、運営 

県は、患者の症状の安定化を図り、搬送を実施するための救護所として、航空搬送

拠点にＳＣＵを設置、運営する。 

ＳＣＵでは、静岡県ＤＭＡＴ調整本部の指揮の下、県外ＤＭＡＴを中心に広域医療

搬送対象患者の容態安定化措置及び再トリアージを実施する。 

(5) 航空搬送拠点までの患者県内搬送手段の確保、調整 

県は、災害拠点病院等から航空搬送拠点まで重症患者を搬送（患者県内搬送）する

ため、ヘリコプター等の搬送手段を確保し、運航調整を行う。 

患者県内搬送においては、ドクターヘリに加え、県と（財）日本救急医療財団が締

結する「災害時の航空機による医療搬送等業務の協力に関する協定」に基づき、指定

航空会社にもヘリコプターの派遣を要請する。また、迅速な搬送が可能である場合は、

市町の定める計画の下で、救急車等の車両による陸上搬送についても検討する。 

(6) 広域医療搬送の活動手順 

ア 県は、大規模災害発生後速やかに、航空搬送拠点施設の使用可否を確認し、使

用可能な場合は、施設管理者に対し航空搬送拠点施設の使用を申請する。 

イ 県は、国に対し、広域医療搬送の実施を要請する。 

ウ 県は、ＳＣＵ開設運営に必要な人員を航空搬送拠点に派遣し、開設準備を行う。 

エ 県は、ヘリコプター等の患者県内搬送手段について、関係機関に要請する。 

オ 国は、広域医療搬送の実施を決定するとともに、被災地外都道府県等に対し、

航空搬送拠点へのＤＭＡＴ派遣を要請する。 

カ 国は、広域医療搬送計画を決定のうえ、広域医療搬送患者情報管理システム（Ｍ

ＡＴＴＳ）への掲載等により周知し、県は、関係機関に伝達する。 

キ 県は、確保したヘリコプター等を航空搬送拠点に配置する。 

ク 災害拠点病院等は、広域医療搬送が必要な場合、患者搬送に使用可能なヘリポ

ートを確保し、県に対しヘリコプターの派遣を要請する。 
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ケ 国は、広域医療搬送用自衛隊機を手配し、県外ＤＭＡＴを各航空搬送拠点に派

遣する。 

コ 県は、災害拠点病院等からの要請を踏まえ、災害拠点病院等にヘリコプターを

配置する。 

サ 県は、次の事項を確認のうえ、患者県内搬送開始を決定する。 

なお、患者県内搬送の開始は、大規模災害発生後８時間を想定する。 

患者県内搬送開始に当たっての確認事項 

広域医療搬送用自衛隊機及びＤＭＡＴの航空搬送拠点への到着 

患者県内搬送用ヘリコプターの災害拠点病院等への配置 

ＳＣＵの開設 

患者県内搬送は原則として、災害拠点病院から航空搬送拠点への重症患者搬送

であるが、必要に応じ、救護病院等からの搬送も行う。 

シ 災害拠点病院等は、広域医療搬送トリアージ基準に該当する広域医療搬送対象

患者を選定し、患者県内搬送用ヘリコプターにて搬送する。 

ス ＳＣＵでは、県とＤＭＡＴが連携し、患者県内搬送用ヘリコプター等で搬送さ

れた広域医療搬送対象患者の容態安定化措置及び再トリアージを実施する。 

セ 県は、静岡県ＤＭＡＴ調整本部が設置するドクターヘリ調整部及びドクターヘ

リ基地病院（順天堂大学医学部附属静岡病院、聖隷三方原病院）等と連携し、患

者県内搬送用ヘリコプターの運航調整を行う。 

ソ ＳＣＵで再トリアージされ、広域医療搬送対象となった患者は、広域医療搬送

用自衛隊機により県外航空搬送拠点に搬送され、受入れ先の災害拠点病院等の医

療機関まで搬送される。なお、患者搬送情報は、広域医療搬送患者情報管理シス

テム（ＭＡＴＴＳ）により追跡可能である。 

タ 広域医療搬送活動は、原則として大規模災害発生後 72時間までとする。 

(7) 広域医療搬送にかかる留意事項 

ア 患者県内搬送等におけるドクターヘリ等運航管理体制の整備 

東日本大震災を踏まえると、患者県内搬送では全国から参集したドクターヘリ

が中心的な役割を担うことが想定され、また、患者県内搬送は航空搬送拠点への

患者搬送の他にも次に例示する搬送が想定される。 

これらの搬送を柔軟に実施するためには、航空搬送拠点や県災害対策本部への

専門人材の配置等が必須であるため、県は、航空関係機関等と連携のうえ、患者

県内搬送用ドクターヘリ等の運航管理体制を整備する。 

なお、ドクターヘリ等の運用に関しては、平成 28 年 12 月５日付け厚生労働省

医政局地域医療計画課長通知「大規模災害時のドクターヘリ運用体制構築に係る

指針」及び「南海トラフ地震における静岡県広域受援計画」によるものとする。 
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想 定 さ れ る そ の 他 の 患 者 県 内 搬 送 

被災現場から航空搬送拠点への直接搬送 

航空搬送拠点から県内医療救護施設への患者県内搬送 

県内医療救護施設間の直接搬送 

大型自衛隊機によらない、ドクターヘリ等による個別の広域（県外）医療搬送 

イ 陸上搬送等の体制整備 

患者県内搬送において、迅速な搬送が可能である場合は、市町の定める計画の

下で、救急車等の車両による陸上搬送についても想定し、県は、消防と連携し、

災害拠点病院等から航空搬送拠点への陸上搬送による体制整備に取り組む。 

また、新東名高速道路等により、県は、県外への広域陸上搬送について、搬送

手段及び患者県外受入れ先を確保するための体制整備に取り組む。 

その他、海上搬送についても、自衛隊、海上保安庁等と連携し、広域医療搬送を

補完する手段として検討する。 

ウ 急性期以降の広域医療搬送 

広域医療搬送は、原則として、大規模災害発生直後の重症患者を対象とするが、

人工透析患者等の難病患者や、医療機関自らの被災等により転院を必要とする入

院患者等について、被災地外での治療が望ましい場合も考えられるため、県は、

急性期以降の広域医療搬送体制整備についても検討する。 

 

６ 広域受援体制 

大規模災害時は、非常に多数の負傷者の発生や、医療救護施設及び医療従事者の被災

による医療機能の低下により、医療の需要と供給のバランスが大きく崩れ、県内の医療

救護施設だけでは必要な対応ができない事態が想定される。 

このため、県は、医療の需給バランスを可及的速やかに回復させるため、保健医療調

整本部を設置し、医療救護期間区分に応じた広域受援体制を整備する。また、医療救護

施設等の保健医療ニーズを把握・分析した上で、被災地外から保健医療活動チーム等を

受入れ、県内地域への配置調整を行う。 

なお、被災者の診療録など保健医療活動の記録及び報告のための統一的な様式として、

平成 29年７月５日付け厚生労働省通知「大規模災害時の保健医療活動に係る体制の整備

について」に掲げる様式等を参考とし、情報連携を図るものとする。 

(1) フェーズⅠ【災害超急性期（発災～48 時間）】 

災害超急性期は、ＤＭＡＴ（県外）等による支援を中心に受け入れる。 

ただし、発災後 24 時間程度は、被災地外医療チームによる地域への直接的な支援は

困難であることを想定している。 

ア ＤＭＡＴの受入れ 

(ア) 県は、国に対する広域医療搬送要請及び被災地外都道府県に対するＤＭ
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ＡＴ派遣要請により、本県へのＤＭＡＴ派遣を要請する。 

(イ) ＤＭＡＴは、被災地域での活動（病院支援、地域医療搬送、現場活動等） 

及び広域医療搬送活動（ＳＣＵ活動、航空機内の医療活動等）に従事する。 

(ウ) 被災地域で活動するＤＭＡＴは、原則として車両等で陸路参集し、広域

医療搬送活動に従事するＤＭＡＴは、広域医療搬送用自衛隊機やドクター

ヘリ等で航空搬送拠点に空路参集する。 

(エ) ＤＭＡＴの具体的な活動内容は、「日本ＤＭＡＴ活動要領」等によるもの 

とする。 

イ 静岡県ＤＭＡＴ調整本部の設置 

(ア) 県は、県内で活動するすべてのＤＭＡＴを指揮する静岡県ＤＭＡＴ調 

整本部を設置する。 

(イ) 静岡県ＤＭＡＴ調整本部は県の指揮下に置く。 

(ウ) 静岡県ＤＭＡＴ調整本部の具体的な活動内容は、「静岡ＤＭＡＴ運用計画」

で規定する。 

ウ 緊急輸送ルートの確保 

県は、陸路参集ＤＭＡＴ等が東名高速道路及び新東名高速道路のＩＣ（インタ

ーチェンジ）から災害拠点病院及び航空搬送拠点等へ円滑に進出するための「緊

急輸送ルート」を、「南海トラフ地震における静岡県広域受援計画」に定める。 

エ 陸路参集ＤＭＡＴの受入れ手順 

(ア) 県は、陸路参集ＤＭＡＴの集結場所として、「進出拠点」を設ける。 

(イ) 進出拠点は、静岡県以東のＤＭＡＴに対しては東名高速道路足柄ＳＡ、

静岡県以西のＤＭＡＴに対しては新東名高速道路浜松ＳＡを基本とする。 

(ウ) 静岡県ＤＭＡＴ調整本部は、陸路参集ＤＭＡＴに進出拠点を周知する。

また、進出拠点が変更された場合は速やかに周知する。 

(エ) 県は、静岡県ＤＭＡＴ調整本部と連携し、陸路参集ＤＭＡＴの参集状況

を把握した上で、被害状況や、災害拠点病院からの要請を踏まえ、各ＤＭ

ＡＴの派遣先を決定する。 

(オ) 静岡県ＤＭＡＴ調整本部は、派遣先を各ＤＭＡＴに伝達し、県は、派遣

先災害拠点病院等に伝達する。 

(カ) 県は、進出拠点に県方面本部交通誘導係を派遣し、参集したＤＭＡＴに

対し、 災害拠点病院及び航空搬送拠点等への緊急輸送ルート等について情

報提供を行う。 

(キ) 災害拠点病院の管理者は、派遣されたＤＭＡＴを受け入れ、その活動を

指揮する。 

オ ＤＭＡＴ活動拠点本部の設置 

静岡県ＤＭＡＴ調整本部は、必要に応じて災害拠点病院等にＤＭＡＴ活動拠点
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本部を設置し、ＤＭＡＴ活動拠点本部は、静岡県ＤＭＡＴ調整本部の指揮下で、

参集したＤＭＡＴの指揮及び調整等を行う。 

カ 被災地域で活動する空路参集ＤＭＡＴの移動手段確保 

県は、航空搬送拠点に空路参集したＤＭＡＴのうち、被災地域で活動するＤＭ

ＡＴの災害拠点病院等までの移動手段を確保し、輸送する。 

キ ＤＰＡＴ先遣隊の受入れ 

(ア) 県は、国に対する被災地外都道府県に対するＤＰＡＴ派遣要請により、 

本県へのＤＰＡＴ派遣を要請する。 

(イ) ＤＰＡＴ先遣隊は、本部機能の立ち上げやニーズアセスメント、急性 

期の精神科医療ニーズへの対応等役割を担う。 

(ウ) 被災地域で活動するＤＰＡＴは、原則として車両等で陸路参集する。 

(エ) ＤＰＡＴの具体的な活動内容は、「災害派遣精神医療チーム（ＤＰＡＴ） 

活動要領」等によるものとする。 

(オ) 県は、県内で活動するすべてのＤＰＡＴを指揮する静岡県ＤＰＡＴ調整 

本部を設置する。静岡県ＤＰＡＴ調整本部は県の指揮下に置く。 

(カ) 静岡県ＤＰＡＴ調整本部の具体的な活動内容は、「静岡ＤＰＡＴ活動マ 

ニュアル」で規定する。 

(キ) 静岡県ＤＰＡＴ調整本部は、必要に応じてＤＰＡＴ活動拠点本部を設置 

し、ＤＰＡＴ活動拠点本部は、静岡県ＤＰＡＴ調整本部の指揮下で、参集 

したＤＰＡＴの指揮及び調整等を行う。 

 (2) フェーズⅡ【災害急性期（３日～１週間）】 

災害急性期は、保健医療活動チームによる地域への支援が活発化するが、東日本大

震災において、行政機能の低下等により、参集した保健医療活動チームが支援を必要

とする場に適切に配置されない状況が各地で生じたことを踏まえ、各医療圏において、

参集した保健医療活動チームを円滑に受入れ、適切に配置調整するコーディネート体

制を整備する。 

災害急性期は、日本赤十字社の救護班や、日本医師会災害医療チーム（ＪＭＡＴ）、

ＤＨＥＡＴ（災害時健康危機管理支援チーム）等による支援を中心に受け入れる。 

独立行政法人国立病院機構の病院や、独立行政法人国立大学病院等による支援も受

け入れる。 

ＤＭＡＴの活動は段階的に縮小する一方、被災地外都道府県が編成した医療チーム 

による支援が始まる。 

ア 平時における地域災害医療対策会議の設置 

(ア) 県は、主に災害急性期以降の医療資源需給調整体制を確立するため、平

時において、原則として二次医療圏単位で地域災害医療対策会議を設置し、

地域の災害医療関係者のネットワークを構築する。 
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(イ) 地域災害医療対策会議は、市町、災害拠点病院、救護病院、郡市医師会、

郡市歯科医師会、地域薬剤師会、看護協会（地区支部）、保健所、地域危機

管理局、消防本部等に所属する、地域の災害医療関係者で構成する。 

(ウ) 地域災害医療対策会議は、次に掲げる事項について情報・意見交換を行

い、災害時の円滑な医療資源需給調整体制構築を推進する。 

① 県が委嘱し、大規模災害時の医療資源需給調整に関する保健所長業務

を補完する、災害医療コーディネーター候補者の選出 

② 県が委嘱し、地域災害医療対策会議及び災害医療コーディネーターを

統括する、統括災害医療コーディネーター候補者の選出 

③ 大規模災害時の災害医療コーディネーター活動体制（参集場所等） 

④ 大規模災害時の想定傷病者数に対する、医療資源、搬送体制 

⑤ 大規模災害時に医療救護施設等の医療ニーズを適切かつ詳細に把

握・分析するための連絡通信体制 

⑥ 大規模災害時に円滑に医療チームを配置調整するための、配置先医療

救護施設の基本的な優先順位付け 

⑦ 大規模災害時の医療救護活動に必要な道路被害状況の把握や、医薬品、

食料、飲料水等の供給確保体制 

⑧ その他、各地域での災害医療関係者の連携体制構築に必要な事項 

イ 災害医療コーディネーター 

(ア) 災害医療コーディネーターの委嘱等 

県は原則として市町経由で地域の災害医療関係者と連携するが、大規模

災害時に通常の災害医療体制では十分な対応ができない状況を想定し、二

次医療圏単位等で円滑に医療資源の需給調整等を行うコーディネート体制

を整備するため、各医療圏に複数名の災害医療コーディネーターを委嘱す

る。 

また、災害医療コーディネーターのうちから、地域災害医療対策会議及

び災害医療コーディネーターを統括する、統括災害医療コーディネーター

を選定する。 

災害医療コーディネーターは、災害拠点病院の医師を中心に、郡市医師

会の医師等を含めるものとする。 

県は、災害医療コーディネーターを委嘱し、災害医療コーディネーター

がチーム体制で継続的に活動できるよう、多職種の災害医療関係者を対象

とした研修・ 訓練体制等の充実を図る。 

(イ) 災害医療コーディネーターの役割 

災害医療コーディネーターは、地域災害医療対策会議で平時に構築した

災害医療関係者のネットワークを活用し、大規模災害時の医療資源需給調
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整に関する保健所長業務を補完する。 

災害医療コーディネーターは保健所長に提言・要請し、その実施指示に

より活動する。なお、その活動に係る実施責任は保健所長が負う。 

(ウ) 災害時の活動 

① 活動場所への参集 

・発災後 48 時間以内を目安に、保健所等活動場所に参集（業務調整員

の同行を推奨） 

② 状況把握（サーベイランス） 

・保健所、市町が入手済みの医療救護施設活動情報や道路被害状況等を

把握 

・県外医療チーム配置情報を県から入手 

③ 状況分析（アセスメント） 

・未入手情報の整理及び必要に応じた行政以外からの情報入手 

・支援の必要な地域、優先順位の分析 

④ 医療資源需給調整（コーディネート） 

・地域内の医療機関の状況を把握、分析し、医療チームの配置調整、集

約化や支援を実施 

・必要に応じ、県に対し医療チームの派遣を要請（災害拠点病院は原則

として県が直接派遣調整） 

・参集した医療チームへの活動指示、情報共有 

・災害薬事コーディネーターと連携し、医薬品等の供給を確保 

・小児や妊産婦の支援にかかる災害時小児周産期リエゾンとの連携 

・健康危機管理の調整にかかるＤＨＥＡＴ（災害時健康危機管理支援チ

ーム）との連携 
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○災害時（３日～１週間）における災害医療コーディネーターの役割 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ウ 日本赤十字社救護班の受入れ 

(ア) 日本赤十字社救護班は、原則として救護所を開設して医療救護を行うが、

状況に応じて被災現場において医療救護を行うほか、避難所等を巡回して

診療を行う。 

フェーズⅠにおける活動も想定され、フェーズⅠから切れ目なくフェー

ズⅡへ活動を継続することが可能である。 

なお、日赤ＤＭＡＴは、原則としてＤＭＡＴの指揮系統下で活動する。 

(イ) 日本赤十字社救護班は、「日本赤十字社東海地震対応計画」等に基づき、

被災状況の判明を待たずに医療救護活動を開始するが、県は、日本赤十字

社静岡県支部と連携し、救護班の運用について必要な要請及び調整を行う。 

(ウ) 日本赤十字社は、通常の救護班のほか、被災地における緊急仮設診療所、

巡回診療所等の活動拠点、後方搬送における傷病者の一時収容場所、被災

医療施設のための支援機能を持つ国内型緊急対応ユニット（ｄＥＲＵ）で

活動する、ｄＥＲＵ救護班を派遣する。 

エ 日本医師会災害医療チーム（ＪＭＡＴ）の受入れ 

(ア) ＪＭＡＴは、災害発生時、被災地の都道府県医師会の要請に基づく日本

医師会からの依頼により、全国の都道府県医師会が郡市区医師会や医療機

関などを単位として編成する災害医療チームである。 

(イ) ＪＭＡＴの活動内容は、主に災害急性期以降における避難所・救護所等
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での医療や健康管理、被災地の病院・診療所への支援等であり、直接的な

医療救護活動以外の健康支援活動等も想定されている。 

(ウ) 本県の災害時におけるＪＭＡＴの派遣は、静岡県医師会から日本医師会

の要請に基づくため、県は、静岡県医師会に対し、ＪＭＡＴの派遣及び受

入れについて必要な要請及び調整を行う。 

(エ) 被災地に派遣されたＪＭＡＴは、原則として郡市医師会のコーディネー

ト下で活動するため、市町及び県は、郡市医師会と連携し、ＪＭＡＴの活

動調整を行う。 

(3) フェーズⅢ【災害亜急性期～中長期（１週間～１ヶ月）】  

災害亜急性期以降は、被災地外都道府県が編成した医療チームによる支援が中心に

なると想定しており、県は、災害対策基本法第 74 条の規定に基づき、被災地外都道

府県に医師等医療救護活動の応援を求める。 

また、特定非営利活動法人日本災害医療支援機構（ＪＶＭＡＴ）や特定非営利活動

法人アムダ（ＡＭＤＡ）等のＮＰＯ団体等による支援も受け入れる。 

二次医療圏単位の医療資源需給調整は保健所が行い、直接的な医療救護活動から、

保健師等を中心とした健康支援活動において求められる医療の提供へ徐々に移行する。 

ＤＰＡＴは保健所等と連携し、被災地域での精神科医療及び精神保健活動の支援を

行う。 

なお、地域の医療機能を早期に回復するため、できるだけ速やかに平時の保険診療

へ移行することが望ましい。 

 

７ 県災害対策本部健康福祉部医療救護班の業務 

 県は、県災害対策本部健康福祉部医療救護班を編成し、本計画に基づく県内の災害時

医療救護活動を所管する。 

医療救護班は次の各チームで構成される。 

チーム名 所管課 主な業務 

医療救護 地域医療課 
医療救護施設開設被害状況把握、広域医療搬送、 

広域受援等 

医薬品等の確保 薬事課 
医薬品等及び輸血用血液の確保・供給 

薬剤師の確保 

人工透析患者等支援 疾病対策課 人工透析患者・難病患者・結核患者の支援 

精神科病院 障害福祉課 精神科病院の被害状況の把握、患者搬送調整 

国民健康保険 国民健康保険課 災害時の保険診療の取扱い 

 

８ 県災害対策本部方面本部健康福祉班の業務 

 各健康福祉センターは、県災害対策本部方面本部健康福祉班を編成し、本計画に基づ
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く所管市町の災害時医療救護活動を所管する。 

 また、東部、中部、西部の各健康福祉センターは、県災害対策本部方面本部健康福祉

班航空搬送拠点係を編成し、広域医療搬送活動に関する業務を所管する。 

 

９ 「南海トラフ地震に関する情報（臨時）」が発せられた場合の準備体制 

(1) 県は、災害拠点病院に対し、医療救護活動の準備を要請する。 

(2) 県は、医師会、歯科医師会、薬剤師会、病院協会、看護協会等の医療関係団体及び 

国等に対し、医療救護の応援準備を要請する。 

(3) 県は、航空搬送拠点施設との連絡調整や、ＳＣＵの設備及び資器材を点検配置する

等、広域医療搬送の準備を行う。 

 

 

第１５ 医薬品等及び輸血用血液の確保・供給計画（県） 

１ 事前の備え 

対象 内容 

 医療救護施設 

（救護所を除く） 
・医薬品等の備蓄（３日分） 

 県 

・医療品卸業者等（静岡県医薬品卸業協会、静岡県医療機器販 

 売業協会、一般社団法人日本産業・医療ガス協会）、公益社 

 団法人静岡県薬剤師会及び静岡県赤十字血液センターとの連 

 携強化 

・医薬品等の確保・供給や薬剤師の確保 

・派遣を円滑に 行うための体制の強化（災害薬事コーディネ 

 ーターの養成等） 

 市町 
・救護所で使う医薬品等や薬剤師の備蓄 

・地域薬剤師会（薬局）や医薬品卸業者等との連携確認 

 医薬品卸業者等 
・供給体制の確認（緊急車両の指定、市町等との連携確認、県 

 内外の支店等との間の輸送手段の確保） 

 静岡県赤十字血液センター 
・供給体制の確認（日本赤十字社東海北陸ブロック血液センタ 

 ー（愛知県）からの輸送手段の確保） 

（公社）静岡県薬剤師会 ・日本薬剤師会及び地域薬剤師会との連携確認 

 

２ 準備体制 

   南海トラフ地震に関する情報（臨時）が発表された段階で、次の準備体制に入る。 

  なお災害後においては、次の各項目に加え、被害状況等について確認、報告する。 

(1) 医薬品等 
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ア 市町 

管内の医薬品卸業者等及び地域薬剤師会に対する連絡体制を確認する。 

イ 保健所 

(ア) 管内の医療品卸業者等に対する連絡体制を確認する。 

(イ) 医薬品等備蓄センターからの供給体制を整える。 

(ウ) 地域薬剤師会に対し、支援体制の準備を要請する。 

ウ 健康福祉部薬事課 

(ア)  医薬品卸業者等に供給体制の準備を要請する。 

(イ) 県薬剤師会に対し、支援体制の整備を要請する。 

エ 医薬品卸業者等 

(ア) 医薬品等の在庫状況を確認し、供給体制を整える。 

(イ) 指定されている緊急車両を確保・待機させる。 

(ウ) 健康福祉部薬事課に在庫状況及び供給体制の準備状況を報告する。 

(エ) 在庫の乏しい医薬品等の確保を図る。 

オ 地域薬剤師会 

市町及び保健所の要請に応じ、体制を整える。 

カ 県薬剤師会 

健康福祉部薬事課の要請に応じ、直ちに支援体制を整える。 

(2) 輸血用血液 

ア 健康福祉部薬事課 

静岡県赤十字血液センターに供給体制の強化を要請する。 

イ 静岡県赤十字血液センター 

(ア) 健康福祉部薬事課からの要請に応じ、在庫状況及び供給可能な輸血用血

液（製剤を含む。）等を把握する。 

(イ) 日本赤十字社東海北陸ブロック血液センターに対し、供給体制の強化を

図るよう要請する。 

(ウ) 健康福祉部薬事課に在庫状況及び供給体制の状況を報告する。 

 

３ 供給の要請 

(1) 医療救護施設 

ア 医薬品等 

(ア) 医薬品等が不足した場合は、医療救護施設（救護所を除く。）の管理者

は、平時と同様に医薬品卸業者等に供給を要請する。これにより確保でき

ない場合は、市町災害対策本部（医療救護本部を含む。以下、第６におい

て同じ。）に調達・あっせんを要請する。 

(イ) 救護所の管理者は、市町災害対策本部に調達・あっせんを要請する。 
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イ 輸血用血液 

(ア) 輸血用血液が不足した場合、医療救護施設（救護所を除く。）の管理者

は、管轄の血液センターに供給を要請する。これにより確保できない場合

は、市町災害対策本部に調達・あっせんを要請する。 

(イ) 救護所の管理者は、市町災害対策本部に調達・あっせんを要請する。 

  (2) 市町災害対策本部 

医療救護施設の管理者及び救護所から要請を受けたときは、災害薬事コーディネー

ターを活用し、次により対応する。 

ア 医薬品等 

(ア) 市町において備蓄している医薬品等から調達・あっせんを図る。 

(イ) 災害薬事コーディネーターを活用し、管内の医薬品卸業者等に対し、医

薬品等の供給を要請する。 

(ウ) 市町において確保できない場合は、県方面本部に調達・あっせんを要請

する。 

イ 輸血用血液 

県方面本部に調達・あっせんを要請する。 

 

４ 調達・あっせん 

(1) 県方面本部（保健所） 

市町災害対策本部から要請を受けたときは、次により対応する。 

ア 医薬品等 

(ア) 管内の医薬品卸業者等に対し、医薬品等の供給を要請する。 

(イ) 県方面本部内の医薬品等備蓄センターから調達・あっせんを図る。 

(ウ) 県方面本部内で確保できない場合は、県災害対策本部へ調達・あっせん

を要請する。 

イ 輸血用血液 

直ちに、県災害対策本部に調達・あっせんを要請する。 

(2) 県災害対策本部 

ア 医薬品等 

(ア) 県内において医薬品等の不足が予想される場合は、直ちに国に医薬品等

の支援を要請する。 

(イ) 県方面本部から調達・あっせんの要請を受けたときは、次により対応す

る。 

① 県内の医薬品卸業者等に供給を要請する。 

② 当該県方面本部以外の県方面本部に対し、医薬品等備蓄センターから

調達・あっせん及び移送を指示する。 
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③ 県内で調達・あっせんができない場合は、国及び災害援助協定締結の

都県に対し、緊急輸送を要請する。 

(ウ) 医薬品卸業者等から医薬品等の在庫が不足した旨の報告があり、県内で

調達・あっせんが困難な場合には、(イ)③と同様に要請する。 

(エ) 随時、県方面本部と医薬品等の在庫を共有する。 

イ 輸血用血液 

県方面本部から調達・あっせんの要請を受けたときは、静岡県赤十字血液セン

ターに供給を要請する。 

(3) 医薬品卸業者等 

ア 市町災害対策本部又は医療救護施設（救護所を除く。）の管理者から医薬品等

の供給要請があった場合は、次により対応する。 

(ア) 速やかにその要請に応じるものとする。 

(イ) 要請を受けた支店等に在庫がない場合は、自社の他の支店等に供給を要

請する。 

(ウ) (イ)によっても、不足する場合は、その旨を市町災害対策本部又は医療

救護施設（救護所を除く。）の管理者に報告する。 

イ 県から医薬品等の供給要請があった場合は、速やかにその要請に応じる。 

ウ 県災害対策本部に在庫状況・供給状況を随時報告する。 

(4) 静岡県赤十字血液センター 

ア 医療救護施設の管理者及び県災害対策本部から輸血用血液の供給要請があっ

た場合は、速やかにその要請に応じる。 

イ 医療救護施設の管理者及び県災害対策本部の供給要請に応じることが不可能

な場合は、日本赤十字社東海北陸ブロック血液センターに要請する。 

ウ 日本赤十字社東海北陸ブロック血液センターから供給できない場合は、日本赤

十字社血液事業本部に要請する。 

 

５ 輸送手段 

(1) 医薬品等 

ア 市町災害対策本部 

市町において輸送手段が確保できない場合は、県方面本部に輸送手段の確保を

要請する。 

イ 県方面本部（保健所） 

県方面本部内において輸送手段が確保できない場合は、県災害対策本部へ輸送

手段の確保を要請する。 

ウ 県災害対策本部 

(ア) 医薬品卸業者等又は県方面本部から輸送手段の確保要請があったとき
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は、指令部を通じて緊急輸送等の手段を確保する。 

(イ) 県外から緊急輸送を行う場合は、国又は関係都県に輸送手段の確保を要

請する。 

エ 医薬品卸業者等 

(ア) 医療救護施設への輸送手段が確保できない場合は、要請元に輸送手段の

確保を要請する。 

(イ) 県内外の支店等との間の輸送手段が確保できない場合は、県災害対策本

部に輸送手段の確保を要請する。 

(2) 輸血用血液 

ア 静岡県赤十字血液センター 

(ア) 医療救護施設（救護所を除く。）への輸送手段が確保できない場合は、

県災害対策本部に輸送手段の確保を要請する。 

(イ) 日本赤十字社東海北陸ブロック血液センターからの輸送手段が確保で

きない場合は、県災害対策本部へ輸送手段の確保を要請する。 

イ 県災害対策本部 

静岡県赤十字血液センターから輸送手段の確保要請があったときは、指令部を

通じて緊急輸送等の手段を確保する。 

 

６ 薬剤師等の派遣 

(1) 市町災害対策本部 

救護所等において医薬品等の管理・服薬指導等を行う薬剤師等が必要となり、当該市

町において薬剤師等が確保できない場合は、地域薬剤師会に薬剤師等の確保を要請し、

県方面本部にその旨を情報共有する。 

(2) 県方面本部（保健所） 

地域薬剤師会から静岡県薬剤師会に薬剤師等の派遣要請を行った旨の連絡を受け

た場合は、県災害対策本部にその旨を情報共有する。 

(3) 県災害対策本部 

県方面本部及び静岡県薬剤師会と適宜情報共有し、必要に応じて厚生労働省を通じ

て日本薬剤師会に薬剤師等の派遣を要請する。 

(4) 地域薬剤師会 

市町災害対策本部から薬剤師等の派遣要請を受けた場合は、地域薬剤師会内で調整

し、薬剤師を派遣する。確保できない場合は、静岡県薬剤師会に薬剤師等の派遣を要

請し、県方面本部にその旨を情報共有する。 

(5) 静岡県薬剤師会 

地域薬剤師会から薬剤師等の派遣要請を受けた場合は、静岡県薬剤師会内で調整し、

薬剤師を派遣する。確保できない場合は、日本薬剤師会に薬剤師等の派遣を要請し、
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県災害対策本部にその旨を情報共有する。 

 

７ 災害薬事コーディネーター 

(1) 災害薬事コーディネーターの委嘱等 

県は、大規模災害時に通常の災害医療体制では十分な対応ができない状況を想定し、

県又は市町が行う医薬品等の確保・供給及び薬剤師の確保・派遣に関する業務を補完

するため、静岡県薬剤師会から推薦を受けた者を災害薬事コーディネーターとして委

嘱する。 

また、県は委嘱した災害薬事コーディネーターに対する研修・訓練を実施するもの

とする。 

(2) 配置（活動）場所と役割 

災害薬事コーディネーターは、役割に応じて、各所へ参集し活動する。 

ア 本部災害薬事コーディネーター 

(ア) 県災害対策本部 

薬剤師及び医薬品の確保等に関する総括や医薬品等確保チームへの専

門的な助言を行う。 

(イ) 静岡県薬剤師会 

地域薬剤師会及び日本薬剤師会（応援都道府県薬剤師会）との薬剤師の

受入調整及び応援薬剤師の受入、派遣調整を行う。 

イ 地域災害薬事コーディネーター 

(ア) 方面本部（保健所） 

地域の薬品等のニーズに関する医薬品卸業者等への供給要請や薬剤師

派遣要請への対応、調整等、方面本部健康福祉班に専門的な助言を行う。 

(イ) 市町災害対策本部 

地域の医薬品等のニーズに関する医薬品卸業者等への供給要請や薬剤

師派遣要請への対応、調整等、市町災害対策本部に専門的な助言を行う。 

(ウ) 地域薬剤師、市町 

応援薬剤師を受け入れ、必要な場所へ分配するなど、救護所等における

応援薬剤師の運用を行うほか、現場の医薬品等のニーズや薬局の稼働状況

等の把握を行う。 

(3) 指揮命令系統 

災害薬事コーディネーターは配置先の管理者の指揮命令に従う。なお、災害医療コ

ーディネーターが配置されている場合には、十分な連携を図る。 

(4) 参集 

災害薬事コーディネーターは、県災害対策本部、県薬剤師会災害対策本部、県方面

本部、市町災害対策本部・救護所が設置された場合には、速やかに参集するよう努め
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る。 

(5) 平時における対応 

災害薬事コーディネーターは、県又は県薬剤師会等が行う研修・訓練への参加に努

める。また、災害薬事コーディネーターは、地域災害医療対策会議における災害医療

関係者のネットワークの構築に協力する。 

 

 

第１６ 応援派遣体制（県） 

１ 応援派遣の考え方 

 県は、県内における大規模事故や風水害等の局地災害や、県外における大規模災害の

発生より、広域的な医療救護活動が必要な場合の応援派遣体制を整備する。 

 

２ 静岡ＤＭＡＴの設置 

県は、「静岡ＤＭＡＴ設置運営要綱」に基づき、静岡ＤＭＡＴを設置し、静岡ＤＭＡＴ 

を指定する。 

(1) 静岡ＤＭＡＴの活動内容 

静岡ＤＭＡＴは、災害発生直後（概ね 48 時間以内）に活動が開始できる機動性を

持った、専門的な研修・訓練を受けた災害派遣医療チームである。 

静岡ＤＭＡＴは、被災地域での活動（病院支援、地域医療搬送、現場活動等）及び

広域医療搬送活動（ＳＣＵ活動、航空機内の医療活動等）に従事する。 

被災地域で活動する静岡ＤＭＡＴは、原則として、被災地域内の災害拠点病院等に

設置されるＤＭＡＴ活動拠点本部に参集し、その調整下で活動する。 

広域医療搬送に携わる静岡ＤＭＡＴは、指定された航空搬送拠点に参集し、ＤＭＡ

Ｔ・ＳＣＵ指揮所の調整下で活動する。 

(2) 静岡ＤＭＡＴの出動基準 

静岡ＤＭＡＴの出動基準は次のとおりとする。 

ただし、県内大規模災害時は、原則として静岡ＤＭＡＴが所属する病院内における

医療救護活動に従事する。 

ア 県内において、災害等により 20名以上の重症・中等症の傷病者が発生すると見

込まれる場合 

イ 国あるいは他都道府県から静岡ＤＭＡＴの出動要請があった場合 

ウ その他、緊急性があり、静岡ＤＭＡＴが出動し対応することが必要な場合 

(3) 静岡ＤＭＡＴ出動要請 

県は、出動基準を踏まえ、必要に応じ、静岡ＤＭＡＴ指定病院の長に対し、静岡Ｄ

ＭＡＴの出動を要請する。 

また、消防機関から県に対し、災害現場等への静岡ＤＭＡＴ出動要請の依頼があっ
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た場合も、必要に応じ、静岡ＤＭＡＴの出動を要請する。 

(4) 静岡ＤＭＡＴ連絡協議会の設置 

県は、静岡ＤＭＡＴ連絡協議会を設置し、静岡ＤＭＡＴの運用に関する事項を協議

するとともに、静岡ＤＭＡＴと消防、医師会等関係機関の連携強化に努める。 

 

３ 静岡ＤＰＡＴの設置 

県は、「静岡ＤＰＡＴ設置運営要綱」に基づき、静岡ＤＰＡＴを設置し、静岡ＤＰＡＴ

指定病院を指定する。 

(1) 静岡ＤＰＡＴの活動内容 

静岡ＤＰＡＴは、災害発生時に活動する、専門的な研修・訓練を受けた災害派遣精

神医療チームである。（概ね 48 時間以内に、被災した都道府県等において活動できる

班を先遣隊と定義する。） 

静岡ＤＰＡＴは、被災地域での精神科医療及び精神保健活動等に従事する。 

被災地域で活動する静岡ＤＰＡＴは、原則として、被災地域内に設置されるＤＰＡ

Ｔ活動拠点本部に参集し、その調整下で活動する。 

(2) 静岡ＤＰＡＴの出動基準 

静岡ＤＰＡＴの出動基準は次のとおりとする。 

ア 県内において、精神保健医療機能の低下や精神保健活動の需要が見込まれ、静

岡ＤＰＡＴの支援が必要な場合 

イ 国又は他都道府県から静岡ＤＰＡＴの出動要請があった場合 

ウ その他、静岡ＤＰＡＴが出動し対応することが必要な場合 

(3) 静岡ＤＰＡＴ出動要請 

県は、出動基準を踏まえ、必要に応じ、静岡ＤＰＡＴ指定機関の長に対し、静岡Ｄ

ＰＡＴの出動を要請する。 

(4) 静岡ＤＰＡＴ連絡協議会の設置 

県は、静岡ＤＰＡＴ連絡協議会を設置し、静岡ＤＰＡＴの運用に関する事項を協議

する。 

 

４ 応援班の設置 

   県は、県内外における広域的な医療救護活動が必要と判断した場合に、広域的な医療

チームの応援派遣を行うことを目的として、県内の病院のうち、災害時に医療チームの

応援派遣が可能な病院の管理者に対し、応援班の設置をあらかじめ依頼する。 

(1) 応援班の編成 

応援班の編成は原則として次のとおりとする。 
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職 種 人数 

医 師 １名 

薬 剤 師 １名 

看 護 師 ２名 

事務職員 １名 

計 ５名 

○編成上の留意点 

① 必要に応じ、運転手を加え編成する。 

② 医師は、原則として外科系医師とする。なお、フェーズや医療ニーズ

等を踏まえ、必要に応じて、内科系医師の編成についても留意する。 

(2) 応援班設置基準 

応援班は、原則として次の基準に基づき設置する。 

 

(3) 応援班の出動基準 

応援班の出動基準は次のとおりとする。 

なお、県内大規模災害時は、原則として応援班設置病院内における医療救護活動に

従事する。 

ア 県内で局地災害が発生した場合に、市町から県に対し、医療チーム派遣要請が

あった場合 

イ 県外で大規模災害が発生した場合に、国あるいは他都道府県から本県に対し、

医師等医療救護活動の応援を求められた場合 

ウ その他、応援班が出動し対応することが必要な場合 

(4) 応援班出動要請 

県は、出動基準を踏まえ、必要に応じ、応援班設置病院の管理者に対し、応援班の

出動を要請する。 

(5) 応援班の移動手段 

県は、必要に応じ、応援班の活動場所への移動手段を確保する。 

(6) 応援班の活動 

応援班は、原則として、出動先の医療救護施設の管理者の指示に基づき医療救護活

動を行う。 

(7) 応援班設置要綱の作成 

応援班設置病院の管理者は、応援班の編成や、出動方法及び役割分担等について、

応援班設置要綱であらかじめ定める。 

常勤医師数 設置数 

10～19 人の病院 １班 

20～29 人の病院 ２班 

30 人以上の病院 ３班 
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５ 医療救護活動に関する協定に基づく医療従事者の派遣 

県は、県内外における広域的な医療救護活動が必要と判断した場合に、静岡県医師、

静岡県看護協会、静岡県歯科医師会、静岡県病院協会、静岡県薬剤師会との「災害時の

医療救護活動に関する協定」に基づき、各団体に対し、医療従事者の派遣を要請する。 

 

６ 県外大規模災害時における静岡県医療救護チームの編成 

(1) 県は、県外における大規模災害時に、国あるいは他都道府県から本県に対し、医師

等医療救護活動の応援を求められた場合、静岡県医療救護チームを編成する。 

(2) 静岡県医療救護チームの派遣は災害急性期以降を想定するが、県は、可能な限り迅

速な編成及び派遣に努める。 

(3) 静岡県医療救護チームは、応援班を中心に編成する。 

(4) 静岡県医療救護チームの移動手段及び活動は、応援班の活動に準じる。 

(5) 県は、静岡県医療救護チームの活動に当たり、「災害時の医療救護活動に関する協

定」に基づき派遣した各団体の医療従事者と、移動手段、活動場所、活動内容等につ

いて円滑に連携できるよう、平時において、関係団体と定期的に協議する。 

 



資料・様式



資料１

単位：人

死  者 重傷者 軽傷者

被害者数 ９００ ２０ ７０

（うち津波） ９００ ２０ ４０

静岡県第４次被害想定　被害最大ケース

(河津町)

冬・深夜・早朝避難率低



医　師 薬剤師
看護師
又は

保健師

業務調整員
(事務職員等）

備　　考

鈴木　和重
佐藤　有規
鳥澤　寛昌

加藤　訓久

伊藤　淑子

※医師・看護師・薬剤師は、被災状況等により事態に即した配置とする。

名　　称 電　話 ＦＡＸ 備　　考

1 かわづクリニック ３２－２７６６ ３２－２７９０

2 かとうクリニック ３４－２７１７ ３４－２７１８

3 佐藤医院 ３２－０５５１ ３２－０５５１

4 鳥沢皮膚科医院 ３４－００５０ ―

5 伊豆今井浜病院 ３４－１１２３ ３４－１１６６ 救護病院

6 上河津診療所 ３６－８６０６ ３６－８６０７

7 河津浜病院 ３５－７３２１ ３５－０５５５河津町川津筏場１５１２－７

河津町笹原３０１－２

河津町浜９８－３

河津町浜１８３－５

河津町浜１０１

河津町見高１７８

河津町下佐ヶ野７１－１

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　町　内　医　療　機　関
　　　　市外局番０５５８

所在地

資料２
救　護　所　編　成　表

設置場所

河津中学校

医師１名につき

１人

医師１名につき

３人

医師１名につき

２人

災害派遣医療
チーム（DMAT）等

(状況による）

西小学校



  発災から３ 日間＜主に外科系措置（重症患者は医療機関へ搬送までの応急措置）用＞の医薬品等

予想される傷病 

 必要性の高い医薬品(薬効別) 適応する傷病 災害用医薬品等備蓄上の留意事項

　〈医療用〉  体外出血を伴う各種  ・大量需要が予測される（被害想定以上の確保が必要）

 ○医療材料  外傷  ・保管は容易

  （小外科セット、縫合 セ  ・ディスポ製品が適当

  ット、包帯 等）

 ○細胞外液補充液  大量出血  ・大量需要が予測される（被害想定以上の確保が必要）

　  維持液  ショック 等  ・嵩張る物が多く、保管場所の確保が困難

　  代用血漿液  ・保管は常温可

 ・保管数量と同数の点滴セットが必要

 ○血液製剤  大量出血、特殊疾患  ・日赤血液センターの対応が期待できる

 ・有効期限が短く迅速な対応が必要

 ○薬剤  多発外傷、熱傷、挫滅  ・大量需要が予測される（被害想定以上の確保が必要）

  ・解熱鎮痛消炎剤  創、切創、打撲、骨折等  ・冷所保存の薬剤は不適（常温品が適当）

   （小児用含む）

  ・抗生物質製剤  多発外傷、二次感染予  ・大量需要が予測される（被害想定以上の確保が必要）

   （小児用含む）  防、各種感染症  ・適応症が多様であり、３日目以降も高需要が予想される

 ・保管は常温可

  ・滅菌消毒剤  各種外傷  ・大量需要が予測される（被害想定以上の確保が必要）

 ・嵩張る物が多く、保管場所の確保が困難

 ・保管は常温可

  ・外皮用薬 各種外傷、各種皮膚疾患  ・初期には大量需要が予測される

 ・保管は常温可

  ・止血剤  各種出血性疾患  同上

  ・強心剤、昇圧剤  心疾患（心不全等）、  同上

 低血圧

  ・局所麻酔剤  外傷等（外科措置用）  ・外科措置用剤として必要性は高い

 ・保管は常温可

　〈一般用〉  打撲、筋肉痛、腰痛  ・初期には特に冷シップの需要が増す

 ・シップ薬  ・嵩張るが保管は容易・保管は常温可

  （鎮痛、鎮痒、収斂、

  消炎剤）

  ｛冷シップ、温シップ｝

 ・殺菌消毒薬  外傷全般  ・特に初期に大量需要が予測される

  （その他の外皮用薬）  （被害想定以上の確保が必要）

 ・プラスチックボトル（100ml 入）が保管、使用に便利

 ・希釈不要のものが適当・保管は常温可

 ・衛生材料  外傷全般  ・特に初期に大量需要が予測される

  （ガーゼ、包帯、脱脂  （被害想定以上の確保が必要）

  綿等）  ・保管時はセットしておくと便利

 ・保管は常温可

資料３
大規模災害時に需要が見込まれる医薬品等

   多発外傷、熱傷、挫滅創、切創、打撲、骨折 等



名　　称 所在地 電　話 ＦＡＸ 備　　考

1 伊豆今井浜病院 河津町見高１７８
 (０５５８)
　 ３４－１１２３

 (０５５８)
　 ３４－１１６６

2 康心会伊豆東部病院 東伊豆町稲取１７－２
 (０５５７)
　 ９５－１１５１

 (０５５７)
　 ９５－１１５４

3 下田メディカルセンター 下田市６－４－１０
 (０５５８)
 　２５－２５２５

 (０５５８)
　 ２５－５０５０

L2津波浸水域

4 熱川温泉病院 東伊豆町白田４２４
 (０５５７)
　 ２３－０８４３

 (０５５７)
 　２３－３２２５

5 西伊豆健育会病院 西伊豆町仁科１３８－２
 (０５５８)
　 ５２－２３６６

 (０５５８)
 　５２－２３６９

L2津波浸水域

名　　称 所在地 電　話 ＦＡＸ 備　　考

1
順天堂大学附属
静岡病院

伊豆の国市長岡１１２９
 (０５５)
　９４８－３１１１

 (０５５)
　９４８－５０８８

2 伊東市民病院 伊東市岡１９６－１
 (０５５７)
　 ３７－２６２６

 (０５５７)
　 ３５－０６３１

資料４
救 　護　 病　 院

災　害　拠　点　病　院



名　　称 所在地 着陸帯面積 備　　考

1
鉢の山セラピーロード
第１駐車場

河津町川津筏場１５８３－１ １００ｍ×１００ｍ

2 赤川津山ドクターへリポート 河津町浜４３４－１ ４０ｍ×６０ｍ

資料５
広 域 搬 送 用 ヘ リ ポ ー ト



名　　称 所在地 電　話 ＦＡＸ 備　　考

1 下田循環器・腎臓クリニック 下田市高馬１４７－１
 (０５５８)
　 ２３－３１１３

 (０５５８)
　 ２３－３３３０

2 熱川温泉病院 東伊豆町白田４２４
 (０５５７)
 　２３－０８４３

 (０５５７)
 　２３－３２２５

3 康心会伊豆東部病院 東伊豆町稲取１７－２
 (０５５７)
　 ９５－１１５１

 (０５５７)
　 ９５－１１５４

4 西伊豆健育会病院 西伊豆町仁科１３８－２
 (０５５８)
　 ５２－２３６６

 (０５５８)
　 ５２－２３６９

L２津波浸水域

名　　称 所在地 電　話 ＦＡＸ 備　　考

1 臼井医院 下田市二丁目３－２７
 (０５５８)
　 ２２－１２２１

 (０５５８)
　 ２２－００２６

L２津波浸水域

2 ふじべ助産院
東伊豆町稲取３０２１－
５

 (０５５７)
　 ９５－００３６

 (０５５７)
　 ９５－００３６

資料６
賀 茂 地 区 人 工 透 析 医 療 機 関

賀 茂 地 区 産 科 医 療 機 関



氏　　名 所属機関名 備　　考

1 池田　正見 賀茂医師会 賀茂医師会長

2 菊池　新 賀茂医師会 理事

3 川﨑　祝 賀茂医師会 理事

4 伊藤　和幸 下田メディカルセンター 副院長

5 山口　哲司 伊豆今井浜病院 内科医師

6 吉田　正 西伊豆健育会病院 副院長

薬剤師氏名 薬局名称 備　　考

1 植松　慶司 ゆがの薬局（河津町） 河津町担当（東伊豆町副担当）

2 八代　由隆 ヤシロ薬局（東伊豆町） 東伊豆町担当（地域薬剤師会）

3 水越　康有 今井浜薬局 賀茂保健所担当

資料７
災 害 医 療 コ ー デ ィ ネ ー タ ー

災 害 薬 事 コ ー デ ィ ネ ー タ ー



様式332-1 救護所等の開設状況

             報告日時：　　　　年　　月　　日　　時　　分

             報告組織・担当者名：
  とりまとめ

救 護 所 等 市 町 本 部
県本部指令部
（統括班）

県本部指令部

１     救護施設等開設状況 （情報G）

その他

                 箇所

２     県方面本部健康福祉班記入欄

（１）報告日時：               年　　　月　　　日　　　　時　　　　分

（２）健康福祉班名：

（３）報告者：

その他

    情報

救護所 備考

備考

県方面本部健康福祉班
県本部健康福祉部医療
救護班（地域医療課）

開設済数                   箇所

市町名 救護所



様式332-2 救護病院等の開設・被害状況

             報告日時：　　　　年　　月　　日　　時　　分

             報告組織・担当者名：
            

救 護 病 院
精神科病院

　

 ＦＡＸ：

  ガス系統

空床数

備考（その他、補足する情報がある場合には記入下さい。）

他の医療機関への応援活動の可否を必ず記入すること。

 県本部指令部

１　病院名：  （情報G）

２　救護病院等情報

（１）救護病院等の連絡先　電話：

市 町 本 部    県方面本部健康福祉班
県本部健康福祉部医療  とりまとめ  県本部指令部

救護班（地域医療課）  情報  （統括班）

４　手術機能等の状況（該当する箇所に○印を記入）

区分 手術機能 検査機能 病棟機能 給食機能

３　救助活動の可・不可：

（１）救護活動の可・不可 要（可）・否（不可）

（２）緊急連絡要請： 要（可）・否（不可）

（３）診療可否： 要（可）・否（不可）

（２）一部対応不能

（１）ほぼ計画どおり可能

５　職員の状況（該当する箇所に○印を記入）

区分 医師 薬剤師 看護師 技師

（３）全く対応不能

（２）一部対応不能

その他職

（１）ほぼ計画どおり可能

６　建物の状況（該当する箇所の摘要欄に○印を記入）

区分 摘要

（３）全く対応不能

（２）一部対応不能

（１）ほとんど影響がない

７　ライフライン等（電気、ガス、水、空調）の状況（該当する箇所に○印を記入）

区分 正常 使用不可 区分 正常 使用不可

（３）全く対応不能

プロパンガス

  自動車交通可否 徒歩交通可否

  電気系統 自家発電燃料

  水 電話系統

8　空床状況）

一般病床数 仮設ベッド数

  空調 その他



様式332-2（集） 救護病院等の開設・被害状況（集）
   とりまとめ 報告日時：　　　　年　　月　　日　　時　　分
       情報 報告組織・担当者名：

可
・
不
可

救
助
活
動
の

緊
急
連
絡
情
勢

診
療
可
否

手
術
機
能

検
査
機
能

病
棟
機
能

給
食
機
能

医
師

薬
剤
師

看
護
師

技
師

そ
の
他
職

電
気
系
統

水 ガ
ス
系
統

自
動
車
交
通
可
否

空
調

自
家
発
電
燃
料

電
話
系
統

プ
ロ
パ
ン
ガ
ス

徒
歩
交
通
可
否

そ
の
他

一
般
病
棟
数

空
床
数

仮
説
ベ
ッ

ド
数

 救 護 病 院
市 町 本 部 県方面本部健康福祉班

県本部健康福祉部医療 　県本部指令部
（統括班） 精神科病院 救護班（地域医療課）

　県本部指令部

　（情報G）

区分
(※１)

病院名

救助活動の
可・不可(※２)

手術機能等の状況
(※３)

職員の状況(※３) 建
物
の
状
況

(

※
４

)

ライフライン等(※５)

※４：建物の状況：①ほとんど影響がない、②一部対応不能、③全く対応不能

※５：ライフライン等（電気、ガス、水、空調）の状況：①正常、②使用不可

空床状況

※ 区分欄、患者受入の可否欄、施設内被害状況欄は、該当番号を記入

※１：区分：①救護病院、②精神科病院

※２：救助活動の可・不可：①要（可）、②否（不可）

※３：手術機能等の状況及び職員の状況：①ほぼ計画どおり、②一部対応不能、③全く対応不能



医療救護班支援要請
報告日時：令和　　年　　月　　日　　時　　分
報告組織・担当者名：

１　要請番号：

２　要請元：

３　派遣場所：

４　所在地：

５　ヘリポート情報

（１）名称：

（２）所在地：

６　要請内容（該当の□にチェック）

　□ＤＭＡＴ等医療チーム派遣（急性期）

チーム

　□災害派遣精神医療チーム派遣

チーム

　□医師・看護師等の派遣（一般）

　□医師・看護師等の派遣（こころ）

備考（説明及び連絡を要すると思われる事項を記入下さい。）

※　方面本部において対応可の場合は、本部へ要請せず、方面本部より市町へ回答する。

※　方面本部において対応不可の場合は、県本部へ要請する。

運転手

看護師 事務職 運転手

精神科系
医師

薬剤師 看護師
精神保健
福祉士

事務職

薬剤師

様式103
【処理欄】FUJISAN入力：

ＤＭＡＴ等医療チーム

災害派遣精神医療チーム

外科系
医師

内科小児
科系医師

産婦人科
系医師

歯科医師

市 町 本 部 県方面本部健康福祉班 
県本部健康福祉部医療救護班 
（地域医療課・障害福祉課） 

救 護 所 
救 護 病 院 
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